
1 

 

１対象となる事業所等 

施設種別等 給付金の額 

介護保険

法に基づ

く施設等 

 

介護老人福祉施設 

地域密着型介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 

介護医療院 

介護療養型医療施設 

特定施設入所者生活介護事業所（※１） 

地域密着型特定施設入居者生活介護事業所 

認知症対応型共同生活介護事業所 

短期入所生活介護事業所（※１） 

短期入所療養介護事業所（※１） 

１定員あたり13,000円 

※１ 空床利用型を除く。 

小規模多機能型居宅介護事業所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 

通所介護事業所 

地域密着型通所介護事業所 

認知症対応型通所介護事業所 

通所リハビリテーション事業所 

通所型サービス（第一号通所事業）（※２） 

１定員あたり8,000円 

※２ 通所介護及び地域密

着型通所介護を実施し

ていない事業所に限

る。 

訪問介護事業所 

訪問入浴事業所 

訪問看護事業所 

訪問リハビリテーション事業所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

居宅療養管理指導事業所 

予防居宅療養管理指導事業所（※３） 

居宅介護支援事業所 

福祉用具貸与事業所 

１事業所あたり81,000円 

 

※３ 居宅療養管理指導を

実施していない事業所に

限る。 

障害者の 障害者支援施設 １定員あたり13,000円 

  電力・ガス・食料品等価格高騰等対策福祉施設等支援金（介護・障害施設分）

の申請方法について 
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日常生活

及び社会

生活を総

合的に支

援するた

めの法律

（ 以 下

「総合支

援法」と

いう。）に

基づく施

設等 

共同生活援助事業所 

短期入所事業所（※４） 

生活介護事業所 

療養介護事業所 

自立訓練（機能・生活訓練）事業所 

就労移行支援事業所 

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）事業所 

１定員あたり8,000円 

 

※４ 空床利用型を除く。 

居宅介護事業所 

重度訪問介護事業所 

行動援護事業所 

同行援護事業所 

特定相談支援事業所 

１事業所あたり81,000円 

相談支援事業実施事業所 

移動支援事業実施事業所 

日中一時支援事業実施事業所 

地域活動支援センター事業実施事業所 

訪問入浴サービス事業実施事業所 

１事業所あたり81,000円 

児童福祉

法に基づ

く施設等 

児童発達支援事業所（児童発達支援センターを含

む。） 

放課後等デイサービス事業所 

１定員あたり8,000円 

障害児相談支援事業所 １事業所あたり81,000円 

 

２ 申請から支援金受け取りまでの流れ 
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３ 申請に必要な書類等 

４ 申請期間等 

５ 申請方法 

６ 申請書の提出先 


